
 

 

京都大学名誉教授称号授与規程 

[昭和 25 年 9 月 15 日達示第 13 号制定] 

 

第１条 本学は、次の各号の一に掲げる者に京都大学名誉教授の称号を授ける。 

(１) 本学教授として７年以上勤務した者で教育上又は学術上功績のあつたもの 

(２) 学術上特に功績の顕著であつた教授で特別の選考を経た者 

(３) 総長として功労の顕著であつた者 

２ 本学教授の勤務年数が５年以上で国立大学法人京都大学教職員就業規則（平成

１６年達示第７０号。以下「教職員就業規則」という。）第１９条第２号又は第

４号により退職した者は、前項第１号の年数に達しなくても選考することができ

る。 

第２条 前条第１号又は第２号の該当者に名誉教授の称号を授けようとするときは、

当該部局長は、教授会又はこれに代わるべき会議でその構成員の３分の２以上の同

意を得て、総長に内申しなければならない。 

２ 総長は、前項の内申があつたときは、教育研究評議会の３分の２以上の同意を

得て、名誉教授の称号授与の手続をとる。 

第３条 前任総長に対しては、評議員の３分の１以上の申出により総長は教育研究評

議会の３分の２以上の同意を得て、名誉教授の称号授与の手続をとる。 

第４条 総長は、名誉教授の称号を授与された者が、その在職中又は退職後に教職員

就業規則第４８条の２の規定による懲戒の事由に相当する行為をしたことが判明

したときは、教育研究評議会の３分の２以上の同意を得て、名誉教授の称号を取り

消すことができる。 

附 則 

１ この規程は、昭和２５年９月１２日から施行し、昭和２５年４月１日から適用す 

る。 

２ 京都大学名誉教授推薦内規(大正１０年２月３日評議会決定)は、廃止する。 

〔中間の改正規程の附則は、省略した。〕 

附 則(平成８年達示第６６号) 

１ この規程は、平成８年１２月１７日から施行する。 

２ 改正後の第２条第２項の規定にかかわらず、本学に包括した旧制諸学校の勤務年  

数の取扱いについては、なお従前の例による。 

附 則(平成１４年達示第３７号) 

この規程は、平成１４年１１月５日から施行し、同日以降に退職する者について適 

用する。ただし、同日前に退職した者については、なお従前の例による。 

附 則(平成１６年達示第１１６号) 

この規程は、平成１６年５月３１日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

附 則(平成２２年達示第２１号) 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則(平成２４年達示第２３号) 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 


